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要旨：腐食の進行した鋼矢板は，耐力低下を伴う劣化が顕在化する。本報では，鋼矢板にコンクリート被覆

による補強を施し，鋼矢板‐コンクリート複合材の曲げ載荷時の変形挙動を画像解析を用いて評価した結果

を報告する。解析手法は，デジタル画像相関法である。曲げ載荷には，未使用と既設の鋼矢板を用いた。実

験では，載荷時に発生する弾性波を AE 法により同時に計測し，曲げ変形とひび割れとの関連を考察した。

検討の結果，鋼矢板‐コンクリートの局所的な曲げ挙動を画像解析を用いた同定が可能であり，載荷時の変

形挙動と曲げ破壊との関連が AE パラメータにより評価可能であることが示唆された。 

キーワード：鋼矢板‐コンクリート複合材，曲げ試験，デジタル画像相関法，AE 法 

 

1. はじめに 

現在供用されている鋼矢板水路は，高度経済成長期に

集中的に整備されてきた。その結果，既存施設では，長

期供用による腐食の進行が顕在化している。  

一般的に鋼矢板施設の供用期間は 20～40 年とされて

おり 1)，腐食代は設計段階で設定されている。本研究対

象である農業水利施設の場合，腐食代は一般環境におい

て表裏あわせて 2 ㎜である 2) 。長期供用による鋼矢板施

設では，設計値以上の腐食の進行が顕在化する施設も散

見される。このことから，既存施設の適切な維持管理に

基づく長寿命化策の検討には，腐食現象に対する早期の

保全対策は不可欠で有り，表面被覆工などの補修工法の

開発は急務な技術的課題となっている。 

既存の補修工法には，LCC（Life Cycle Cost）の低減を

目的としたウレタン樹脂などの有機系材料を鋼矢板表面

に塗布する保護工が多用されているが施工後に再劣化が

生じている事例も報告されている 3)。筆者らは，施工性

と LCC 低減の観点から優位と考えられるコンクリート

を用いて，鋼矢板表面にコンクリートを被覆する鋼矢板

‐コンクリート複合材による表面被覆工法を検討してい

る 4), 5)。既往の研究では，コンクリート被覆に伴う曲げ

載荷試験における力学特性の変質に関して基礎的検討を

行った 4)。検討には，AE（Acoustic Emission）による曲

げ載荷時に発生した弾性波を用いた。室内試験後，現地

実証試験を試み，現位置での力学的特性と曲げ変形量と

AE との関連を実験的に検討した 5)。 

既往の研究において曲げ載荷時の変形挙動を変位計

のみの計測で評価したが，本論では供試体が複合材であ 

る特性を考慮し，画像解析による面的な変形量の同定を 

試みた。試験手法は，デジタル画像相関法（以後 DICM 

と記す）である。 

 

2. 実験方法 

2.1 供試体 

 試験条件を表－1 に，各ケース検討断面を図－1 に，

鋼矢板の仕様を表－2 に示す。鋼矢板水路は，隣接する

矢板をセクションで接続して波形形状を連続させて形成

されるので，供試体は鋼矢板 2 枚 1 組とした。形状寸法

は，幅 0.7m，長さ 1.5m の寸法である。そのうち，Case 1

は既設鋼矢板，Case 2 は未使用鋼矢板，Case 3 はコンク

リート被覆を施した既設鋼矢板，Case 4 はコンクリート

被覆を施した未使用鋼矢板とした。また，Case 1 および

Case 3 の供試体作成のために干満帯付近で腐食を受けた

既設鋼矢板を入手し，高圧洗浄にて表面を洗浄後に供試

体を作成した。そのうち，コンクリート被覆を施した

Case 3 および Case 4 の供試体作成は，表－4 に示す仕様

のコンクリートパネルと鋼矢板を接続金具で固定した。  

鋼矢板とパネルの間に，設計基準強度 18N/mm２(平均

圧縮強度 27.7 N/mm２)のコンクリートを打設し，養生期

間 28 日を経て実験を行った。図－1 で各々の鋼矢板の凹

凸が異なるのは，現地供用の既設鋼矢板を 2 枚 1 組で引

き抜く際のセクションが健在な位置を選択して使用した

ためである。 

2.2 曲げ載荷試験 

 各ケースの試験荷重を表－3 に，曲げ載荷試験状況を

図－2 に示す。試験は供試体を片持ち梁部材として評価 

した。供試体 1.5m のうち，0.5m をカウンターウエイト

側で固定し，0.8m の載荷スパンをとって荷重載荷位置の 
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中央とした。荷重は，既設鋼矢板を採取した現地の条件

より作用モーメントを求め，その 1.5 倍である 27.0kN・

m を基準値とした（表－3）。両サイクルで荷重が異なる

のは，供試体の自重を考慮した結果である。同一荷重は

載荷‐除荷サイクルを 3 回繰り返した。力学量は，ロー

ドセルにより荷重を計測するとともに，図－2 に示す箇

所に変位計を設置して変位挙動を検出した。 

2.3 AE 計測 

本実験では，一連の載荷‐除荷過程において発生する

弾性波の検出に AE 法を採用した。AE とは個体材料内部

の微小な破壊あるいは，それと同等なエネルギ解放過程

によって発生する弾性波動現象である。本研究の AE 計

測装置は SAMOS‐AE システム（PAC 社製）を採用した。

閾値は 42dB とし，検出波を 60dB で増幅した。AE セン

サは共振型を用い，供試体表面に 8 センサを等間隔で設

置した。設置方法は参考文献 4)と同様である。これによ

り供試体内で発生する弾性波を検出し，曲げ破壊の進行

状態を AE 発生位置を特定することにより詳細に評価し

た。  

2.4 画像解析 

 本実験では，鋼矢板表面および鋼矢板‐コンクリート 

複合材の局部変形の確認と供試体の左右不均等によるね 

じれが生じる可能性を考慮して DICM を採用し，画像に 

よる変位解析を試みた。計測機器の仕様を表－5 に示す。 

計測システムの構成は，CCD カメラ，レンズ，パソコン， 

接続ケーブルであり，解析には Vic‐3D（Correlated  

Solutions 社製）を使用した。本手法は，計測対象が載 

荷荷重を受けた前後でランダムに配置されたドットの移 

動量を 2 台の CCD カメラで異なる方向から撮影し，そ 

の可視画像データから変位方向，変位量を数値解析によ 

り 3 次元で推定する手法である 6)。その解析原理は，デ 

ジタル画像が一般的に 256 階調で表現された濃淡のある 

画像であることを利用したものである。 

本実験では，撮影間隔を 100 Hz に設定し，計測前にキ 

ャリブレーションプレートを使用して画像のひずみ補正

を行った。これはレンズの曲面による影響を補正するた

めに行う。供試体の表面には白色のドットパターンを描

画し，供試体にハロゲンライトを使用して一定量の照度

を保ち，図－2 に示すように Case 1 および Case 2 ではカ

ウンタ－ウエイトの上に，Case 3 および Case 4 では供試

体の横に CCD カメラを配置して画像解析を行った。 

 

3. 結果および考察 

3.1 曲げ載荷過程における荷重‐変位挙動 

検討の結果，コンクリート被覆前の Case 1 および Case  

2，コンクリート被覆後の Case 3 と Case 4 で荷重‐変位

挙動が異なることが明らかになった 4)。コンクリート被

覆後の供試体では，被覆前と比較して最大変位量の低減

が確認された。これは，載荷過程におけるコンクリート

挙動に影響を受けたためと考えられる。ただし，コンク

リート被覆後の Case 3 と Case 4 を比較すると，Case 4 の

変位量が基準モーメントによる荷重で 44%増加した 4)。 

3.2 曲げ載荷過程における AE 発生位置 

 Case 3 の y‐z 方向の AE 位置評定を図－4 に，Case 3 

の x‐z 方向の AE 位置評定を図－5 に，Case 4 の y‐z 

方向の AE 位置評定を図－6 に，Case 4 の x‐z 方向の検 

討の AE 位置評定を図－7 に示す。 

Case 3 と Case 4 の AE の発生位置を比較した結果，両

ケースで異なる傾向が確認された。変位量の増加が確認

された Case 4 では，鋼矢板のセクション付近で集中的な

AE 発生源が確認された。図－4 および図－6 を比較する

と Case 4 では，セクション真下の鋼矢板とコンクリート

の界面付近から供試体凸部のコンクリート内に分布が確

認された。さらに図－5 および図－7 を比較すると Case 4

では，供試体の固定端付近に集中して分布が確認された。 

両ケース共に AE 発生は，鋼矢板のセクションから供

試体凸部のコンクリート内に分布することが確認された。  

これは載荷に伴う鋼矢板の変位が，セクションから直角

方向のコンクリート内へ影響したためと考えられえる。

ただし発生した AE は，Case 3 と比較して Case 4 で頻発

していた。過年度の研究成果より，Case 4 の載荷荷重

46kN から 51kN おいて AE の頻発が確認された 4)。この

傾向は，本検討によりセクションより凸部で確認された

AE が影響しているものと考えられる。 

本研究では，以上の検討結果を踏まえて，各ケースの

詳細な材料変形や破壊挙動を評価するために DICM によ

る載荷過程の変形挙動を詳細評価した。 

3.3 鋼矢板‐コンクリート複合材の曲げ変形の特性と画 

像解析による局所変形の同定 

 Case 1 および Case 2 の z 軸方向での載荷荷重 43kN 時

の DICM による画像データを図－8 に， DICM による

Case 1 および Case 2 の試験荷重 43kN における y 軸方向

および z軸方向での変位量を図－9に，Case 3およびCase 

4 の載荷荷重 46kN 時の DICM による画像データを図－

10 に，Case 3 および Case 4 の載荷荷重 46kN 除荷後の 

DICM による画像データを図－11 に示す。 

図－8 の検討の結果，Case 1 と Case 2 の画像による変

化量の検出でコンター分布が異なることが明らかになっ

た。Case 1 では，A 部付近の色相と B 部付近の色相は，

同程度の色相分布でコンターが供試体長さ方向に対して

直角であることが確認された。これに対して Case 2 のコ

ンター分布領域は，供試体長さ方向に対して斜めに検出 

されており，供試体にねじれが発生していることが確認

された。 
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ヒット数の増

Case 4 の載荷時

載荷とも図－1

されたのに対し

った。除荷時の

1 回目 0.35～0
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～0.45mm であ

た変位量とは異
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は，変位計の計

に対して，画像
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したがって最大

加する傾向であ

すように供試体
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合材に影響を

するために両

析を比較した

なることが明

は，Case 4 で
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位量は，3 回

の変位量を確

.5mm 程度で

C 点で Case 4

mm であるの

m，3 回目で

位挙動で確認

4よりも変位

れた。この違
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点までの範囲

られ，変位計

載荷時にお

3 回目におい

回数が増える

側で局所的に

および F に

トパネル側で
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の変位量の差が確認された。特にひび割れが発生した 2

回目と 3 回目の分布を比較すると，8.5～9mm の領域が

増加している事象が確認された。 

 以上の結果より，Case 4 は未使用鋼矢板のセクション

付近のねじれとずれを伴う変形挙動が，被覆コンクリー

トに影響を及ぼした。一連の載荷サイクルおいて供試体

セクションから供試体凸部のコンクリート内で微細なひ

び割れが発達した。その結果耐荷性能が低下し，変位量

の増加とひび割れ発生が確認された 46kN 載荷時におい

て局所変形が発生したと考えられる。図－12 に Case 4

の載荷サイクル終了後に荷重 80kN まで載荷した後の状

況を示す。供試体へのひび割れは，最も大きなモーメン

トが作用する固定端で確認された。供試体裏側では，固

定端から供試体側面に曲線形状のひび割れが確認された。  

このひび割れは，載荷時における供試体の凸部で発生

した変位の影響を受けてコンクリートパネル側で発生し

たせん断によるひび割れと推測される。 

複合材の力学的特性は被覆コンクリートの挙動に依

存することが明らかになり，その変形挙動は被覆コンク

リートの影響を受けているものと考えられる。ただし,

複合材の載荷時の変形挙動は,鋼矢板の載荷時のねじれ

とずれによる変形挙動の影響を受けることが確認された。  

このことから,載荷時における鋼矢板‐コンクリート

複合材は一体化した部材として外力に抵抗し,載荷過程

における曲げ変形量を抑制する効果があることが確認さ

れたと考えられる。 

 
4. おわりに 

参考文献 4)では，鋼矢板‐コンクリート複合材の力学

的特性を載荷時の変位量と AE パラメータに着目して実

施した。本研究では，AE の発生位置を確認し，DICM に

よる鋼矢板‐コンクリート複合材の曲げ変形とひび割れ

の関連を考察した。この結果を以下に列挙する。 

1)鋼矢板‐コンクリート複合材の曲げ載荷による変形挙

動は，コンクリート被覆に依存することが明らかとな

った。コンクリート被覆による変形の抑制効果が認め

られ，腐食を伴う既設鋼矢板においてもこの効果が確

認された。 

2)AE 計測の結果，鋼矢板‐コンクリート複合材の AE 発

生源が，セクション付近からコンクリート内へ分布し

ている傾向が確認されたことから，AE パラメータに

よる曲げ載荷時の詳細な破壊挙動を評価できること

が示唆された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3)DICM より，本試験に用いた鋼矢板 2 枚を 1 組とした

供試体では，凹凸断面によるねじれを伴う変形挙動が 

確認された。これに伴う鋼矢板継手のずれの発生が認

められ，鋼矢板‐コンクリート複合材の破壊挙動に影

響を及ぼしているものと推察された。 
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